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Review about Collaboration between Guardians and Schoolteachers of Children with Developmental Disorders
Yutaro Hirata（Graduate school of Human-Environment Studies, Kyushu University）

This article reviews collaboration between guardians and schoolteachers of children with developmental disorders. 
 First, an overview about collaboration is presented. Then, the factors that both promote and prevent the collabora-

tion between guardians and schoolteachers of children with developmental disorders are examined. A survey was con-
ducted on a model collaboration between guardians and schoolteachers of children with developmental disorders. The re-
sults clarified that among the factors that promote and prevent collaboration, not only the factor of each guardian and 
schoolteacher but also the school that the teacher was connected to was a major factor that influenced collaboration. We 
then considered how the teacher could be provided with flexibility.

A school counselor and special educational coordinator are reviewed. In particular, the effectiveness of the approach 
utilized the network for the collaboration around the children with developmental disorders of elementary school coun-
selor was confirmed, and significance to examine the collaboration a viewpoint of school counselor was confirmed.

Finally, it is concluded that not only qualitative study but also quantitative study needs to be conducted for multilat-
eral examination about collaboration.
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発達障害児童の保護者と担任教師の協働に関する研究
の展望
平田祐太朗　　九州大学大学院人間環境学府

Ⅰ　問題と目的

平成17年に施行された発達障害者支援法において「発
達障害児童の健全な発達が他の児童と共に生活すること
を通じて図られるよう適切な配慮をするものとする」と
明記され，近年，発達障害児童への支援に注目が集まっ
ている。また，平成 24 年に「共生社会の形成に向けた
インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育
の推進（報告）概要」が報告され，今後発達障害児童１） 
が通常学級で過ごすようになることが予想され，通常学
級で必要な支援を行っていくためのシステム構築がさら
に進んでいくことと考えられる。そして障害のある子ど
もへのよりよい支援のためには，家庭と学校の連携２）

が重要であることが提唱され（石隈・上村，2002；浜
谷，2006），今後の特別支援教育のあり方（最終報告，
2003）において，「担任との信頼関係の構築，情報の共
有化」が重要なものとして挙げられている。

しかし実際には保護者と学校の協働は難しい場合も多
く（高橋，2004；伊藤，2014），子どもの特性に学校側
が気づいたとしても「どのように保護者に伝えるか」と

いった問題のように，保護者との関係構築の際の困難や
閉塞感を主訴とする相談も多く見られる（森，2010）。
一方，保護者側からは「学校がわかってくれない」など，
コミュニケーションや信頼関係が築けないなどの問題が
指摘されている。

これらの報告からは「発達障害」がわかりづらい障害
であることや（吉利ら，2009），一般に「障害」という
言葉は，家族や教師にとって不適応の原因が明確となっ
て安堵するとともに，問題を障害にのみ帰結する傾向が
あること（竹森，2012），教員と保護者の間にいる児童
に言語化の難しさがあり，伝達が困難であること，保護
者自身が同様の傾向をもつ場合もあることなど，この問
題自体が持つ協働に対する特有の難しさが存在すること
が考えられる。

また近年，自治体によっては，「サポートブック」と
いうツールが用いられ始めている。これは，関係機間で
乳幼児期から学校卒業段階において各種の相談・支援を
行う際に円滑に情報を共有するとともに，保護者が各種
の相談・支援を受ける際に提示することにより，相談・
支援者に対して必要な情報が提供できるよう情報を集約
したツールである（加瀬，2011）。このようなサポート
ブックの導入について，専門機関や学校，保護者間の子
どもの共通理解に役立つという意見や，保護者自身が子
どもに関して，何度も同じことを説明しなくても良いと
いう意見が見られる一方で，導入している自治体は

1 ）本稿では発達障害を発達障害者支援法の定義に準ずることと
する。
2 ）本稿では，連携，協働という言葉に関して，基本的には同様
の意味で論じ，先行研究の引用の際は原文のまま記載すること
とする。
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21％に留まり，また本人や保護者の理解をどのように得
るか，という課題もあり，今後更なる啓発と活用に関す
るシステムの構築が必要とされている（加瀬，2011）。

以上の先行研究からは，保護者と学校の協働の重要性
は増してきているものの，同様にその難しさも多いこと
が明らかとなっている。そのため，本稿ではまず発達障
害児童をもつ保護者と学校それぞれの研究を概観し，学
校と家庭間の協働における研究の現状と課題を整理する
ことで，どのように協働を行っていくのか，またはどの
ような要因が協働を困難にしているのか，そしてその要
因同士の関連などに関して，これまでの研究を整理して
いく中で検討を行いたい。また併せて，協働に関わる機
会の多い専門家として特別支援教育コーディネーターと
スクールカウンセラーを挙げ，両者のこれまでの研究を
整理して，協働に対する示唆を得ることを目的とする。

本研究の構成は次の通りである。まずは，発達障害児
童の保護者と教員の連携・協働の研究を概観する。次
に，発達障害児童をもつ保護者・担任教師間の協働につ
いてそれぞれの促進・阻害要因を整理する。続いて，連
携・協働のモデルに関する研究を概観する。そして，発
達障害児童の保護者と担任教師の連携・協働に関わる専
門家として，特別支援教育コーディネーターと小学校ス
クールカウンセラーについてそれぞれレビューを行う。
なお，本稿では教育制度や学校システムの違いなどを考
慮してわが国の論文に焦点を絞り検討を行うこととす
る。また本稿では文献検索データベースとして，Cinii
を用いて，「連携」，「協働」，「発達障害」，「保護者」，「担
任教師」，「特別支援教育」，「スクールカウンセラー」の
キーワードを用いて検索を行い，52 本の論文を対象と
した。

　　Ⅱ　発達障害児童の保護者と担任教師の 
　　　　協働に関する研究

1.保護者と担任教師の協働の概念の整理
これまで保護者と学校の連携・協働に関して，どのよ

うな研究が行われてきたのであろうか。まずは発達障害
に限らず，幅広く保護者と担任教師の協働に関連する研
究を検討する。

学校心理学の領域では，主に石隈（2009）が援助ニー
ズの大きい子どもの学習面，心理社会面，進路面，健康
面における問題状況の解決をめざす複数の専門家と保護
者によるチームを「援助チーム」と定義して，その重要
性を述べている。その中で保護者と教師のコンサルテー
ションの関係について「相互コンサルテーション（石隈，
2009）」という概念を用いて，コンサルタントも場面に
よってはコンサルティになり，コンサルテーションを受
ける立場になり得るという双方向的な視点を提唱してい

る。
また児童精神科医の立場より田中（2010a）は，「連携

とは複数の者（機関）が，対等な立場に位置したうえで，
同じ目的を持ち，連携をとりながら，協力し合い，それ
ぞれの者（機関の専門性）の役割を遂行すること」と定
義し，支援における連携の重要性について指摘してい
る。

臨床心理学の領域では，亀口（2006）は「協働（コラ
ボレーション）」について「所与のシステムの内外にお
いて異なる立場に立つ者同士が，共通の目標に向かって
限られた期間内に互いの人的・物的資源を活用して，直
面する問題の解決に寄与する対話と活動を展開するこ
と」と定義している。

以上の定義を概観すると，連携・協働の概念の中には
異なる立場，対等性，双方向性，補完性，問題解決への
寄与が共通点として挙げられる。本稿では上述した議論
を踏まえ，基本的に保護者と担任の関わる期間が 1 年と
いう期限のある学級担任制に合わせて，期間を明示して
いること，さらに個別の支援計画作成の際に必要な，共
通の目標・問題の解決の寄与について明示してある亀口

（2006）の定義に準じて「協働」という語を用いて，検
討するものとする。

2.‌発達障害児童をもつ保護者と担任教師の協働に関連 
　 する要因

（1）発達障害児童をもつ保護者の協働に関する要因
これまでの先行研究においては，発達障害児童をもつ

保護者と担任の協働が困難になる場合，保護者が子ども
に問題があった際に，関わる学校側の指導力の問題にし
がちなこと，または親の受け入れ状況に問題があること

（田中，2010b），過剰・理不尽な要求を保護者が行うこ
と（渡部，2008）などの問題が挙げられている。以上の
指摘からは，保護者の学校に対する否定的な態度や不適
切な関わり方が，協働を困難にする要因の 1 つと考えら
れる。しかし，一方で安藤・上村（2012）は，「教師の
役割の煩雑さ」，「教師の専門性への尊重」，「我が子への
強い思い」などの要因から，保護者が担任教師へ不満を
伝えられずにいることを指摘している。また，不満を伝
えても教師が先入観や立場を固持するケースについて報
告している。これらの知見は，単純に保護者の伝え方だ
けに問題を帰結できない協働をめぐる問題の複雑さを端
的に示していると考えられる。

次に，発達障害児童をもつ保護者は，学校に対して，
どのようなサポートや配慮・支援を望んでいるのかに関
する研究に目を向けると，宋ら（2004）は，アスペルガー
障害児童をもつ親の，具体的な要望として「子どもの
ニーズに応じた援助をしてほしい」や「子どもの障害に
ついてもっと理解してほしい」などがあることを指摘し
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ている。また同様に三島・淵上（2011）らは，発達障害
児童をもつ保護者へのインタビュー調査から「教師の発
達障害への理解」，「親をつなげる支援」や「学校制度」
などのカテゴリーを生成している。その他，奥住（2009）
は通常学級で学ぶ発達障害児童の保護者のとらえる子ど
もへの配慮・対応について，インタビューデータを KJ
法により分類を行った。その結果，保護者は，「相談の
充実」，「情報の提供」を肯定的にとらえていることが示
された。上村・石隈（2000）は，LD およびその周辺の
子どもの母親に関する，教師からのサポートの種類とそ
れに対する母親のとらえ方の関係について質問紙を用い
て調査を行っている。その結果，道具的サポート，情緒
的サポート，指導的サポートの順で援助的ととらえてお
り，具体的な保護者への関わりの有用性が指摘されてい
る。しかし，相楽（2010）によると，通常学級における
発達障害児をもつ母親が望む教師からのサポートの順と
して，情緒的サポート，道具的サポート，指導的サポー
ト，という結果がでたことを報告している。以上の研究
は，保護者のニーズや要望として，教師・学校に対する
子どもの障害への理解，学校を挙げての人的支援がある
こと，そして，発達障害児童をもつ保護者がとらえる援
助的なサポートは，診断の有無や就学形態，障害の種類
の違いなどにより異なること，の 3 点に整理される。そ
のため，保護者との協働の手がかりを考えた際に，これ
までの知見で示されたニーズや要望を踏まえつつ，個別
性の高い保護者それぞれのサポートに関するニーズを丁
寧に把握する必要があるだろう。

（2）担任教師・学校の協働に関連する要因
発達障害児童に関する研究に限らず，協働に関する担

任教師側の研究に目を向けると，田村・石隈（2007）は，
保護者が，連携において重要である対等性を獲得するた
めには，まずは担任教師が保護者の不安や辛さを受け止
めることが有効と指摘している。また，安藤・上村

（2012）は協働関係を構築する際のポイントとして，教
師が保護者の立場に立つ事，そして新たな視点や教育観
を変容させること，と指摘している。

しかし，これまでの研究において，発達障害児童をも
つ保護者と教員が直接関わる際，実際にどのようなコ
ミュニケーションをとることが求められているのか，具
体的な援助方法を示している研究はほとんどない（相
楽，2010）。一方で，発達障害児童の保護者と担任の関
係が難しくなる場合については，いくつかの報告・研究
が見られる。教師や学校が親の躾や養育態度の問題にし
がちであることや，医療的判断を急がせてしまうこと

（田中，2010b），担任自身が発達障害児童への指導の仕
方がわからない（中島，2010）といった発達障害に関す
る知識・理解やスキルの問題，その他保護者へ不信感を

与える要因として保護者への情報提供不足，否定的情報
のみの提供（奥住，2009），などの保護者への情報提供
の方法とその内容，子どもに生じた問題行動等を，全て
を障害に帰する見方（竹森，2012；奥住，2009）など，
担任教師や学校の，児童・保護者への態度，さらには担
任教師自身の知識・経験の問題，情報提供の方法に関す
る指摘が見られる。

これらの背景には，明確な関連に関する指摘はないも
のの，発達障害児童の担任となる教師が児童への個別的
配慮と学級経営との間でジレンマを抱えやすいこと（遠
矢，2007；西谷，2009）や，担任教師の多忙さやストレ
スの高さ，教員の時間的な余裕のなさ（増田，2011），
障害児を担当する不安や負担とバーンアウト傾向との関
連（高田，2011）などが考えられる。

実際に，教師自身が所属する学校における発達障害を
理解する風土のなさ（中島，2010）や管理職の特別支援
教育に対する態度，人的サポートを含む特別支援教育体
制の不十分さなども指摘されており，平成 24 年度文部
科学省が行った「通常の学級に在籍する発達障害の可能
性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関す
る調査結果について」によると，学習面又は行動面で著
しい困難を示すとされた児童生徒が 6.5％見られるが，
その児童らが校内委員会において，特別な教育的支援が
必要と判断されている，と回答した教師は 18.4% にと
どまり，必要と判断されていない，と回答した教師が
79％にも上っている。この調査結果からは，個々の教員
は，児童が何らかの困難を示すと捉えた場合でも，校内
委員会で特別な教育的支援を必要と判断されていない，
と考えていることを示しており，担任の判断と校内委員
会の判断が異なることが多く，支援に関して学校全体で
取り組むことが難しい現状が窺われる。

上記の研究を整理すると，発達障害児童をもつ保護者
との協働に影響を与える担任・学校側の要因として，①
担任教師の児童や保護者に対する関わり方や態度，②担
任教師自身の発達障害に関する知識や経験，③担任教師
の保護者への情報提供の方法とその内容，といった担任
教師個人の要因，さらには④担任教師という立場から生
じる葛藤，とった担任という立場から派生する要因，⑤
学校の特別支援教育体制に関する風土，といった担任自
身の置かれている学校自体の要因に大きく整理すること
ができる。先述したように，発達障害児童の保護者との
協働の際に，教師が保護者の視点を取り入れることや，
教育観の変容をする事，保護者の立場に立つこと，と
いった柔軟性が求められるものの，上村・石隈（2007）
は，教師が新たな視点を得て自らを振り返る際は教師の
専門性が危機にさらされている場面でもあると指摘して
いる。つまり，教師が保護者の意見や考えを取り入れて，
柔軟に協働しようとするときに，教師としてのアイデン
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ティティが揺さぶられ，一時的に不安定な心理状況に置
かれる可能性が考えられる。担任教師自身を取り巻く環
境の不十分さを考えると，今後は担任教師の柔軟性を引
き出すための具体的な支援や方法を周囲のサポートの在
り方を含めて検討していく必要があるだろう。

3.発達障害児童の保護者と担任教師の協働のモデル
発達障害児童の保護者と担任をつなぐモデルが，その

数は多くはないものの，いくつか見られる。斎藤ら
（2010）は臨床心理士へのインタビュー調査から AD/
HD 児の家庭と学校の共通理解モデルを作成している。
これによると，家庭と小学校において，児童の能力に関
して共通の認識をしている一方で，問題認識の時間軸に
おいて，学校が現在焦点型の問題認識であるのに対し，
家庭場面は過去・現在・未来という様々な時間軸に関連
した問題認識をもつという相違点が導かれた。そして，
今後は家庭と学校における適切な問題の共有化につい
て，方法論的な検討が必要と述べている。

また，西谷（2009）は，通常学級に在籍する発達障害
児の保護者と担任教師との関わりについて，教師へのイ
ンタビュー調査から，修正版グラウンデッド・セオ
リー・アプローチを用いて分析を行っている。その結
果，担任教師の保護者に対する認知が「特別支援教育対
象として認識」から保護者に対する「信頼関係形成への
アプローチ」を経て「子どもの変化・成長とやりがい」
へとつながるという仮説が明らかになった。また，その
過程において「通常学級担任特有の認識」や「周囲との
関わり」などが関係してくることを明らかにした。

次に，発達障害に限らず，保護者と学校の連携・協働
に関する研究を概観すると，山本（1986），鵜飼・鵜飼

（1997），上村・石隈（2007）が，①問題の定義および問
題状況のアセスメント，②目標の設定および問題解決の
方針と解決案の決定，③解決案の実施という 3 つのプロ
セスからなるモデルを提案している。これらのモデル
は，いずれも保護者の立場を尊重し，双方向的なコミュ
ニケーションを図ることにより連携を促進することがポ
イント（上村・石隈，2007）とされている。特に上村・
石隈（2007）の研究は，教師の専門性を活かした，保護
者面談時の教師の特徴を明らかにした点で，大きな意義
があると考えられる。しかし，上村・石隈（2007）が保
護者との間で援助目標を明確にするには，充分な時間を
かける必要があることを指摘しているように，これらの
モデルは，あくまで連携・協働を行うことができる両者
の関係を基盤にしたモデルであり，実際には，協働を行
う以前の問題の定義や問題状況のアセスメントを共有す
ること，コミュニケーションを行う段階で困難となる事
例が多いことが考えられる。つまり，これまでの研究の
中では，どのように発達障害児童の保護者と担任教師に

関する協働関係を構築していくか，もしくはどのように
援助目標を具体化していくかに関する知見は見られな
い。従って今後は，保護者や担任教師のどちらかに焦点
を当てた研究だけではなく，協働の相互性に焦点を当て
た検討と，協働の関係構築に至るまでの問題の定義や問
題状況のアセスメントに至るまでの段階に関する詳細な
仮説モデルが必要であろう。

Ⅲ　小学校における連携・協働に関わる専門家

従来の研究は，学校側が保護者とどう関係を作るか，
もしくは保護者がどのような支援を望んでいるか，とい
う一方の視点からの研究が中心であった。しかし，保護
者・教師間の協働における相互性を検討するには，一方
の視点からだけでなく，両方と関わりを持ち，さらに保
護者と教師とは異なる立場に関する研究を検討していく
必要があるだろう。そうすることで，従来把握すること
の難しかった関係性や相互作用に関する要因の抽出が可
能となると考えられる。そこで，本章では小学校におけ
る保護者と担任教師の協働に関する専門家として，特別
支援教育コーディネーター（以下，CO と表記）やスクー
ルカウンセラー（以下，SC と表記）を挙げ，それぞれ
の専門家の特徴とその課題を通して，協働に関する研究
の示唆を得ることを目指す。

1.特別支援教育コーディネーターの特徴とその課題
CO は「今後の特別支援教育の在り方について（最終

報告）」（平成 15 年 3 月）の中で，今後の特別支援教育
を支える機能の 1 つとして位置づけられている。最終報
告の中では，「窓口的役割」と「連絡調整役」としての
CO の役割が示され，また松村（2006）は，その役割と
機能として，保護者・校内の教員の相談の窓口であるこ
と，校内外の関係者との連携・調整，教育的支援の充実，
などを挙げている。そして，CO に必要な資質として，
カウンセリングマインド，カウンセリング技能，障害に
ついての知識，アセスメントの技能，交渉する力，ファ
シリテーション技能，特別支援教育に関する知識などを
挙げている。実際に，CO の活動や事例に関する報告も
見られており，（例えば，野見山，2006；片瀬，2011 な
ど）今後更なる知見の積み重ねが期待される。しかし一
方で，担当教員が活動のための事務的・時間的負担を感
じていること，また専門性の担保などが課題となってい
る（大塚・大石，2007；新井，2005）。また今後，生徒
指導体制，SC との関係などに関する更なる検討が必要
であろう。そして，保護者と担任の協働という視点から
見た際には，両者のみに焦点を当てた研究は見られず，
より支援システム全般や事例研究といった手法で検討さ
れていることが特徴であった。そのため，CO が保護者，
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担任それぞれに対する関わりに焦点を当てた実践に関す
る検討が必要であろう。

2.小学校スクールカウンセラーの特徴と課題
文部科学省は 2008 年に小学校での SC を新たに配置

する方針を出しており，これから小学校での SC 活動が
これまで以上に広がっていくことが考えられる（文部科
学省初等中等教育局，2008）。実際にその数は年々増え
てはいるものの，未だ小学校における SC 活動に関する
国内の学術的蓄積がまだあまり十分でないことが指摘さ
れており（山本ら，2012），今後も更なる積み重ねが求
められている。

SC が出会う児童の中に発達障害が疑われる児童も多
く，実際に不登校やいじめの背景に発達的特性のある児
童がいることは数多くの研究（例えば齋藤，2009；田
中，2010a など）で指摘されている。そして，これまで
の研究において見られる小学校 SC の特徴として，中学
校に比べて発達障害に関する相談が多く（美和，2008；
山本ら，2012），その理由として，小学校が集団の規律
に沿った行動を求められる，初めての場となるため，集
団場面で求められる行動とその子の特徴のミスマッチか
ら，発達障害が顕在化しやすい（山本ら，2012）と考え
られる。また直接的に児童に関わるだけではなく，その
保護者や担任教師との関わりが重要になると言われてい
る（山本ら，2012）。その理由として，学級担任制であ
ることや，学童期が良くも悪くも保護者の子育てへの関
心が高い時期に当たることなどが挙げられている（岡
本，2008）。

そして，SC を活用する学校側の想いとしては，教師
は自分たちとは異なる専門性から子どもを見立て，その
見立てを提供して欲しいと SC に望んでいるため（伊藤，
2000），子どもの日常を観察した上でコンサルタントが
アセスメントを行い，コンサルテーションを実施する戦
略は，小学校が SC に求めるニーズに合致すると思われ
る（丸山，2012）。

実際に SC の発達障害児童に対する活動のモデルとし
て，発達障害に気づき，ニーズを明らかにして，支援教
育プログラムを作成する，支援を実行し，その結果を検
討し，さらに進めるというモデルが検討されている（上
林，2010）。その中で発揮される SC の強みとして，日
常の学校場面の観察を活用できることが挙げられる。ま
た相談室での面接やその中での行動観察，保護者からの
発達的特徴の聴取などを通した見立てと手だての検討な
ど，専門性を活かした役割を果たすことが期待されてお
り，現実的には相談室を出て，教室や校庭で子どもを観
察して，保護者面接を並行できるSCもでてきている（上
林，2010）。また，特別支援教育に関わる SC の役割と
して，伊藤（2014）は学校・保護者の連携促進や保護者

の認識や障害受容を支え，専門機関に丁寧につなげるこ
と，そして，共通認識を持って子どもに対応することな
どを挙げている。安達（2012）は，特別支援教育の中で
発生してくる心理的傷つきを受け止め，関係者の連携構
築体制の契機となり，具体的な支援方略の手がかりをカ
ウンセリングの中で収集し，連携構築体制をベースにそ
れを実現する役割としている。以上の事より，小学校に
おける SC と発達障害児童の関連が窺われ，また SC の
役割として，子どもへのアセスメントや支援だけではな
く，保護者と教師・学校と関わりながら，協働体制を構
築していくことが求められている。実際にこれまでも
SC の事例研究を中心として，知見の積み重ねが行われ
てきている。そこで，次節ではこれまで小学校における
SC の協働に対するアプローチがどのように行われてき
たかについて整理を行う。

3．小学校 SC の協働に対するアプローチ
文部科学省は，平成 20 年度より SC の予算を「学校・

家庭・地域の連携協力推進事業」の傘下に置いている。
このことより，学校現場においてつなぎ役という役割に
対する期待の大きさが窺われる。実際に，家庭と学校の
協働が困難な状況の際に，第 3 者が介入すること，さら
には SC が両者の愚痴や不満を聴くことが有効（石隈，
2009）と言われている。これまでの SC 活動に関する研
究を振り返ると，児童への直接的な援助であるカウンセ
リングの研究のみならず，“ネットワークの見立て・心
理アセスメント（心理診断）とネットワーキングによる
援助のための働きかけ”（田嶌，2009）”，“援助チーム

（石隈，2009）”，“つなぎ役（湊，2000）”，“橋渡し機能
（福丸，2005）”など，それぞれ細かな意味は異なるもの
の，家庭と学校がコラボレーション（協働）して子ども
を支えることとそれに対する実践的意味や有用性が数多
く述べられている。

協働に対する主な SC のアプローチとして，学校心理
学の枠組みでは，障害の有無に関わらず保護者を攻撃的
な保護者，消極的な保護者とタイプ分けして関係を構築
していくプロセスを明らかにした，保護者の特性に注目
した研究（田村，2009），臨床心理学の分野では小学校
での SC 活動を巡回相談として位置づけたシステムズ・
コンサルテーションに関する事例研究（丸山，2012），
AD/HD を総合的に支援し，子ども理解を中心に据えて
保護者と教師の対立関係にアプローチした事例研究（竹
森，2012）などが挙げられる。これらの知見は SC 活動
の枠組みや子どもの特性，主訴などは様々であるもの
の，個人のみを対象とせずに，様々な対象への関わりと
その変化を示しており，ネットワークを活用した実践の
有用性を示している研究と言えるだろう。特に，竹森

（2012）の子ども理解を中心に据えたアプローチは，支
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援の目的を明確に双方に提示しながら関わりを持ってお
り，第 3 者が発達障害を持つ保護者と担任教師の協働を
支える際の重要な視点を提供していると考えられる。そ
のため，このような SC の協働に対する視点を検討して
いくことは，協働を考える際の有用な視点となる可能性
が考えられる。

また今後の課題として，SC 活動における家庭と学校
のネットワークへの支援に関する事例研究のみならず，
SC のアプローチに関するモデル化も求められている。
そしてそのようなアプローチに対して併せて量的研究を
行っていくことで，そのアプローチの有効性の検討を
行っていく，といった知見の積み重ねが必要だろう。ま
た，子どもの特性に応じた支援に関する知見がより求め
られるだろう。

Ⅳ　まとめと今後の課題

本研究の目的は，発達障害児童の保護者と担任教師の
協働に関する研究について，文献研究を行い，両者に関
する課題と支援における有効な視点を見出すことであっ
た。まず，連携・協働の概念について整理を行った。次
に，保護者，担任教師それぞれに関する連携・協働の研
究を概観した。最後に協働に関する専門家として，CO
と SC の特徴と課題について整理をした。そのことによ
り，下記のことが明らかとなった。まずは協働を促進・
阻害する要因を保護者，担任教師個々の要因だけではな
く，その両者を含む学校の状況や，担任教師という立場
から派生するもの，などいくつかの視点から捉えること
ができたことである。次に，教師の柔軟性をどのように
引き出すか，またはそのための周囲のサポートの在り方
と相互性を持つ協働に関する研究の必要性が考えられ
た。最後に小学校 SC に関するこれまでの研究を振り返
ることにより，これまでの小学校における SC の事例研
究の中で，発達障害児童をめぐる協働に対するネット
ワークを活かしたアプローチが数多く見られ，その有効
性が確認され，今後 SC の視点より発達障害児童をめぐ
る協働を検討する意義が確認された。また事例研究以外
の手法での分析が少なかったことなどを課題として挙げ
た。

小倉（2007）が，家庭と学校の間に複雑な関係性があ
ることを意識しなければならない，と述べているよう
に，今後は，関係性とその影響の方向を明確に想定した
上で，検討することが重要となるだろう。そして，従来
の研究は，事例研究やインタビュー調査などの質的研究
により得られた知見が多い。今後はそれらの知見に，量
的研究を併せて行っていくことで，更なる充実した知見
の積み重ねが可能であろう。また多種多様な要因を含む
連携・協働という現象をどのように研究を行っていく

か，という方法論に関する検討も必要であろう。
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